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グァテマラ開発審議会制度に関する研究動向
――市民社会空間の解釈をめぐって
真 嶋 麻 子＊
はじめに
「グァテマラの春」と呼ばれた民主化の始まりから６７年目を迎えた２０１１
年１０月２０日、グァテマラ大統領アルバロ・コロム（当時）が、民主化の事
業のさなかの１９５４年６月に引き起こされたクーデタを謝罪した。謝罪の相
手は、クーデタで職を追われた当時の大統領、ハコボ・アルベンスの遺族
である。３６年間におよんだ内戦の契機となったクーデタを、国家元首とし
て公式に謝罪をしたという意味で、歴史的な出来事である。グァテマラに
変化の兆しが見える一方で、それほど楽観的でもいられない。コロムの後
任大統領に決まったのが、退役将軍オットー・ペレス＝モリーナであり、
内戦中にマヤ先住民族への虐殺が行われた地域で部隊を指揮した人物だか
らである。コロム政権下で漸進した内戦の犠牲者への謝罪や加害への裁き
が後退する可能性は否めない。
本稿は、こうした政治変動のさなかにあるグァテマラにおける市民社会
空間の変容を検討するために、同国で制度化されている開発審議会（Conse-
jos de Desarrollo）の位置づけについて、先行研究の動向を整理すること
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を目的とする。同審議会は、民政移管がなされた後の「地方分権化」の流
れの中で、１９８７年に設置された。内戦期の、中央政府および軍部による地
方農村地域に対する統制政策を引き継いで設置されたこの審議会が、近年、
地域住民が「上からの開発」に抵抗する場へと、その機能を変遷させつつ
あるのではないか、というのが本稿の視点である。開発審議会制度をグァ
テマラの市民社会空間の部分と位置づけ、同審議会に対する解釈の変遷を
たどることで、内戦後のグァテマラ社会の変容を理解する手がかりとした
い。
構成は以下のとおりである。第１章では、開発審議会制度に着目する含
意について、国際開発援助機関による期待と関連づけて論じる。続く第２
章では、同制度の設立に関する研究を取り上げ、民政移管直後のグァテマ
ラ社会における開発審議会の位置づけを確認する。そして第３章では、同
制度の今日的役割を検討するために、審議会の機能が変遷しつつあること
を示す事例を挙げ、最後に、審議会の機能の変遷を、グァテマラの市民社
会空間の変容として把握するための研究課題を提示することとする。
１．開発審議会制度に対する着目
開発審議会の設置は、１９８７年に制定された「都市および農村における開
発審議会法（Ley de los Consejos de Desarrollo Urbano y Rural）」１）に基
づく。以後、１９９８年、２００２年の法改定を経て、現在にいたっている。
２００２年立法によれば、開発審議会は、国家、複数の県からなる地域、県、
市、村落の５つのレベルに設置された住民参加の装置であり２）、開発政策
や予算に関する政策を形成および調整し、行政と議会に要請する制度であ
る３）。開発審議会の構成員について、例えば市開発審議会（Consejos Munici-
pales de Desarrollo：COMUDE）は、市長、市議会議員、村落開発審議会
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（Consejos Comunitarios de Desarrollo：COCODE）の代表（２０名以内）、
各地域に存在する公的機関の代表、地域の民間組織の代表で構成されてい
る。取り扱う議題は地域によって様々であるが、開発審議会には通常、教
育や保健、女性、文化スポーツ、青少年、先住民族といったテーマ別の委
員会が設けられている。ただし、審議会を通じて行政に提出された要望に
対して、必ず予算が充てられるという保障はない。住民からの要望が議会
の予算審議にかけられるのかどうかは、最終的には行政の長（県知事や市
長）の決定次第である。
開発審議会制度は、グァテマラで支援プロジェクトを実施する国際開発
援助機関からも、開発プロセスへの地域住民からの参加を促す装置として
期待が寄せられている。特に、内戦終結後のグァテマラ社会におけるガバ
ナンスにとって、国家と市民社会とをつなぎ合わせる一つの契機が、開発
審議会制度の活用だとみなされているのである。ここでは、国際機関の指
針を挙げて、開発審議会制度の役割はどのように位置づけられているのか
を検討していく。
まず、国連諸機関による開発援助が、どのように開発審議会制度に着目
しているのかを確認しておこう。国連諸機関は、アナン前事務総長の在任
中に開始された国連開発援助枠組み（United Nations Development Assis-
tance Framework：UNDAF）において、援助に携わる国連機関の間で援
助対象国の抱える課題を共有することを試みている。被援助国における優
先課題に対して、認識を共有することで、より効果的な援助体制を組むた
めである。グァテマラに対して策定された UNDAFでは、２００５年から２００９
年の時期における優先課題の一つとして、「人間開発ならびに平和と和解
の文化を促進することに影響するような、国民による効果的な政治的・社
会的参加」が掲げられている４）。そして、課題の到達度を計る指標として
挙げられているのが、市民が開発審議会制度や他の対話ならびに協調の空
間にどの程度、どのように参加できているのかという点である。UNDAF
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では、グァテマラに「平和と和解の文化」を根づかせるためには、政治や
社会の場への市民参加を保障するガバナンスの必要性が認識され、そうし
た民主的ガバナンス（democratic governance：gobernabilidad democrática）
を促進する制度の一つが開発審議会と捉えられているということである。
以上がグァテマラで開発援助業務を展開する国連諸機関の共通枠組みで
あるが、次に、国連開発計画（United Nations Development Programme：
UNDP５））の指針における開発審議会の位置づけを確認する。UNDPは、
一方で人間開発（Human Development）概念を発展させ、１９９０年代以降
の国際開発援助の指針構築に影響を与えており、他方で、国連諸機関の開
発援助業務を調整するなど、特に国連諸機関の開発援助の中枢を担ってい
る機関である。グァテマラにおいては、１９７５年に政府との間に協定を結び、
技術援助を開始した。紙幅の都合上、同国における UNDPの開発援助戦
略の変遷について詳細に記述することは割愛するが、大まかにいって、和
平プロセスの時期を境に市民が参加し、従来は社会の周縁に置かれていた
人びとを射程にいれたガバナンスの構築が試みられていることが、確認で
きる。開発審議会との関連では、UNDPは２００３年に開催した「市民社会
組織」との会合の機会で初めて、同制度の活用に言及し、県や市のレベ
ルでの開発計画の形成過程で住民が発言する権利を保障する制度であり、
行政の政策実施と予算管理への監視制度、と評価した６）。以後、例えば
２００７年から２０１０年の期間に実施された「市民社会との連携プログラム（PA-
SOC７））」で、「市民社会組織」との連携を通じて開発審議会を効果的に機
能させることが取り組まれている８）。２０００年代に入って、開発審議会制度
の活用が、グァテマラにおけるガバナンスの民主化にとっての鍵として理
解され、実践されようとしている例である。
最後に、欧州連合（European Union：EU）の策定する戦略文書（Coun-
try Strategy Paper）においては、開発審議会がどのように位置づけられて
いるのかを確認しよう。２００７年から２０１３年の時期を対象とした戦略文書で
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は、「経済成長と貿易」を促進するための開発援助の一環として、開発審
議会を受益者の一部として捉える視点を明示している９）。EUは、地方分
権化、農村開発、食料安全保障ならびに雇用を促進するというグァテマラ
の優先課題への支持を表したうえで、全国および地方における政策環境と
制度枠組みへの支援を行うことを約束した１０）。
国連機関と EUとでは、開発審議会に対する着目の視点に若干のずれが
あることが確認できる。前者は、「民主的ガバナンス」の文脈で同審議会
に着目し、住民の参加そのものに力点を置くのに対し、後者は、農村地域
における経済成長という目的をかかげ、それを達するための計画策定のた
めの場の一つとして同審議会を取り上げているからである。ただし、そう
した視点の相違にもかかわらず、両者に共通しているのは、グァテマラ社
会の開発プロセスにおける住民の参加を促す制度として、開発審議会を積
極的に評価している点である。開発審議会制度は、国連や EUといった国
際機関から、グァテマラ社会で周縁化されてきた農村地域住民が地方政治
のなかで意思を表明するための公的な制度としての期待を負っているとい
うことができる。
では、開発審議会制度の実態は、上記のように国際機関が描くビジョン
と調和するものなのだろうか。続く２節では、開発審議会が設立された時
期の研究および近年の研究を整理し、同制度の実相を把握する糸口を探る
こととする。
２．開発審議会制度の設立
開発審議会は、１９７０年代後半から１９８０年代前半の、政府と軍部による暴
力が最も深刻化した時期に形成された制度を引き継いで設立されたことが
確認されている。当時の農村地域では、「開発拠点（Polos de Desarrollo）」
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を定めて住民を懐柔し、反政府ゲリラの増幅を予防するための作戦が行わ
れていた１１）。国家による住民統制政策を、農村地域にも徹底するために設
置されたのが機関間調整役（Coordinadoras Inter-Institucionales：CII）で
あり、これが開発審議会制度の前身である。
政府および軍による反政府ゲリラ掃討作戦について、関係者へのインタビ
ューや史料を用いて総合的に把握したのは、シャーマー（Jennifer
Schirmer）である。彼女は、当時、ゲリラとその支持者の撲滅を計り、さ
らに暴力の対象をマヤ先住民族へとエスカレートさせた強硬派と、資本主
義的発展へと邁進する開発主義派とが軍内部でせめぎ合っていた状況のな
かで、国内敵の抹殺という点で一致した安全保障政策が、「開発拠点」構
想や CIIを制度化した発想の根幹にあることを明らかにした。そして、１９８５
年に文民大統領として当選したセレソ（Vinicio Cerezo）と軍部との間で、
制度の変更を行いつつも実質的には軍部の農村地域における統制を維持す
べく、CIIを開発審議会制度へと改変して引き継ぐという妥協策が生まれ
たことを指摘した１２）。
このように、開発審議会が設置された当時の文脈を踏まえるならば、同
審議会がその出発点において「住民の主体的な参加による開発」を企図し
ていたとは到底言えないのである。１９８７年の法制定によって、「住民参加」
は開発審議会という制度の中に埋め込まれたわけだが、当時、「都市と農
村発展」庁の副大臣を務めていたアマロ（Nelson Amaro）は、「住民参加」
を制度化することそのものが、当時の他のラテンアメリカ諸国の政策と照
らしても極めて特異なものであったと述べている１３）。
開発審議会の設立に関する諸研究が示唆するのは、「住民参加」が持つ
政治的な意味を検討することなしには、この制度がグァテマラ社会で果た
す役割を正確に理解することはできないということである。シャーマーに
よれば、開発審議会の設置は、CIIと「開発拠点」構想の段階を経て、「反
乱の鎮圧が国家の行政に（制度として）埋め込まれた最終段階」１４）（括弧
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内は筆者による補足）であった。国内全土に統制を行き渡らせ、寡占支配
の構造に対する潜在的な反乱の脅威を封じ込めていくシステムとして、開
発審議会は出発したのである。この制度が前提としている「住民参加」と
は、開発に関わる政策決定への参加を通じて、住民自身が生きるにあたっ
ての選択肢を広げる過程を意味するのではなく、あくまで国家の秩序構想
に応じた住民の関与のことであり、国家の開発政策の正当性を担保するた
めの手段にすぎなかったのである。
上にみたように、開発審議会が設立された目的は、近年になって国際開
発援助機関が同制度に寄せている期待とはかけ離れたものであった。筆者
の管見する限り、例えば UNDPが、開発審議会の歴史を検討したうえで、
審議会との連携を試みたという事実は確認されない１５）。援助対象となる被
援助国社会の実態を歴史的、政治的に検討しえていないという援助機関の
持つ限界がここにある１６）。そのことを踏まえ、本稿での議論を先に進め、
開発審議会の今日的な機能について考察している諸研究の整理をしていき
たい。
３．開発審議会制度の今日的役割
近年、開発審議会制度は、国際社会による支援対象としてのみならず、
グァテマラの公共政治を把握するための一部分としてもまた、光を当てら
れつつあるように思われる。以下にみるように、同審議会の運用実態とそ
の役割に関する研究は、一次資料が限られているなかで、個別の事例を取
り上げるという散発的なものではある。しかしながら、個別の開発審議会
の運用事例のいくつかは、前章で確認した、発足当時の、住民統制の制度
化にすぎなかった同審議会の性格が変わりつつあることを示しているよう
に見えるのである。本章では、比較的近年の研究成果に着目しながら、審
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議会が担いつつある役割を検討することとする。
（１）背景
公共政治の一部として開発審議会が再び考察の対象となっている背景に
は、内戦終結後のグァテマラにおける民主主義の定着度合いをはかる試み
および内戦の経験をローカルな地域に即して記憶する試みの双方が進展し
ていることが挙げられよう。前者は、ポスト・コンフリクト社会での平和
構築という世界的な関心とも問題を共有しながら、和平合意締結後のグァ
テマラ社会における民主主義の定着あるいは民主化に向けた取り組みや現
状を議論するものである１７）。そのなかでの鍵概念の一つが、「分権化（decen-
tralización）」である。それは、直接的には１９８８年に制定された「市町村法
規（el Código Municipal）」を皮切りに始まった、中央集権国家に対する
地方行政の役割の見直しのプロセスであるが、それにとどまらず、分権化
された制度的な基盤をもとに育成されうる、グァテマラ国民の市民として
の意識をも分析の射程におくことのできる現象である。開発審議会は、地
方政治における民主主義を機能させる場とみなされ、分権化を通じた民主
主義の定着にとって積極的な役割を担う制度として着目されているのであ
る。
同時に近年の研究状況において見逃せないのは、ローカルな地域の経験
した内戦の様相を記憶する試みが始まっていることである。３６年間に及ん
だとされるグァテマラの内戦は、時期によって対立の構図が変容するとと
もに、地域によってもその影響は一様ではなかった。特に、自警団が結成
され村落住民同士が互いを監視し合うシステムが持ち込まれたことで地域
が被った影響は、その多様性と深刻さにおいてはかり知れないものとなっ
ている。内戦を、政府・軍部と反政府ゲリラとの対立というナショナルな
次元で捉えるばかりでなく、そうした対立を背に、ローカルな地域がどの
ように内戦を経験したのかを明らかにする試みが着手されつつあるのであ
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る１８）。
内戦終結後の民主化に関する議論と内戦の地域史とは、現在はまだ、互
いに有機的な連関をもって進められているとはいえない。しかしながら、
ナショナルな次元で形成された政策や制度が、ローカルな地域において有
する意味を検討しようとする試みの広がりは、双方に共通するところであ
り、開発審議会をめぐる政治力学の把握も、こうした研究動向を背景にな
されつつあるものと考えられる。
（２）開発審議会の今日的役割
開発審議会の制度上の転換は、２００２年の法改定による。この法改定によ
り、それまでの地域開発審議会（Consejos Locales de Desarrollo）は、村
落開発審議会（Consejos Comunitarios de Desarrollo：COCODE）へと改
組され、村落の優先的なニーズに沿った政策や計画ならびにプロジェクト
が、市開発審議会（COMUDE）を通して市の政策に反映されるよう提案
することが、COCODEの機能の一つとして謳われた１９）。COCODEで汲み
上げられた住民のニーズと、より上位の政治―この場合は市―とを結びつ
けるための制度化が意図されているのであろう。それによって、たしかに
ローカルな地域での真の民主主義を阻害する強固な構造は存在し続けると
はいえ、住民参加と地域における民主主義の定着が進展をみる可能性を持
つのである２０）。
ここで、開発審議会を場とした住民協議の例を二つ取り上げる。いずれ
も西部高地のサンマルコス（San Marcos）県における先住民族コミュニ
ティの事例である。
一つ目の例は、先住民族コミュニティへの水力発電施設の建設をめぐる
電力会社ならびにエネルギー鉱山省と住民との対立についてのものである。
２００６年７月に、サンマルコス県ではトレス・リオス水力発電社による発電
プラント建設計画が立ち上げられていた。エネルギー鉱山省がプラント建
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設と水系の利用許認可権が同省にあると主張するなかで、住民が依拠した
のが、先住民族の権利を定めた国際労働機関（ILO）１６９号条約および CO-
CODEや COMUDEの設置を定めた分権化関連法に基づく住民の権利の
履行という視点であった。プラント建設予定地であったタフムルコ（Taju-
mulco）では、COCODEの要請に基づいて住民総会が開催され、全会一
致で、コミュニティへの水力発電施設の建設に反対を決議したという２１）。
この住民協議の結果は、タフムルコの市長に手渡され、市長も参加する
COMUDEにおいて建設計画を拒否し、建設許可証を発行しないよう要請
された。
二つ目の例は、同じサンマルコス県において、町の共有地の利用をめぐ
る町長派と COCODEの間で生じた紛争に関するものである。COCODE
のメンバーへの聞き取り調査に依拠した池田の報告２２）によれば、両者の
対立は２００８年８月頃に水源地の土地確保の問題に端を発し、縁故主義に基
づく町長の自治の運用慣行に対して、COCODEの場で異議申し立てがな
されながら展開したという。２００９年９月に、町長の主導で、町の共有地の
カナダ系の援助団体への売却と、銀行（Banco de Desarrollo Rural S.A：
BANRURAL）を２階建て庁舎の１階部分に１５年間無償で入居させる計画
が持ち上がったからである。COCODEのメンバーはこの計画に抗議し、
撤回への同意を取り付けたという。ここには、それまでは縁故主義で運営
されてきた町の政治に代わって、COCODEという場が「自由な発話と異
議申し立ての回路を提供する」２３）可能性を持つことが示されている。
こうした事例が示唆するのは、開発審議会が住民による討議の場となり、
国家と多国籍企業による開発プロジェクトへの異議申し立てが繰り広げら
れる空間として機能する可能性を持つということである。ただし、これら
の事例に依拠して、開発審議会の性格が、住民統制を意図していた発足当
初のものから転換を遂げたと断定することは容易ではない。そう断定でき
るだけの実証研究が不足しているからである。そこで、本節の最後に、資
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料に限りがある中で、開発審議会の運用についての事例を検討しているガ
ンボア（Gamboa J．）らの研究を取り上げておこう。
ガンボアらは、グァテマラ西部に位置するウエウエテナンゴ（Hue-
huetenango）県内の２つの市―チアントラ市とウエウエテナンゴ市―を
取り上げ、それぞれの市の住民によって立ち上げられた水委員会（comité
de agua）を比較検討している。先述のように、開発審議会内には問題群
ごとに委員会が設置されるが、そのうちの水資源の管理や生活・飲料水の
供給に伴う問題を扱う機関に焦点を当てた研究である。ただし、厳密には、
研究対象となったこの水委員会は、市開発審議会（COMUDE）内の機関
ではない。COMUDEの構成員となるには、一定の法人格が要件とされて
いるが、これらの水委員会は税金上の問題が発生するためにそれを望まな
かったからである。ここには、「住民」として公共政治に参加する場合に
も、ある種の条件が課されていることが垣間見える。ガンボアらは、住民
の立ち上げた委員会で汲み上げられた要求が市の政策に反映されるために
は、住民と市行政とをつなぐパイプが必要であるとの認識に立ち、その役
回りを COMUDEが担う可能性に言及している２５）。COMUDEに参加する
ことを躊躇している水委員会の例は、住民と行政を架橋するはずの開発審
議会が「住民参加」を促すという点で、制度的な制約を有していることを
示しているのである。
開発審議会の成員資格の問題とは別に、同研究では、水委員会の運営に
ともなう問題点が明らかにされた。開発審議会における住民参加の実態を
検討する上でも参考になる点について、取り上げておこう。第一は、水委
員会は、その地域に存在する権力関係とは無関係に運営されるわけではな
いという点である。例えばそれは、水委員会の役員の交代は頻繁に起こる
ことではなく、その結果、一部の地域住民に委員会における決定権が集中
しがちであるといった事実に如実に表れる２６）。第二は、公的な場への女性
の参加を押しとどめるジェンダー規範が依然として根強いことから、委員
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会への女性の参加が極端に少ないことが挙げられる２７）。こうした問題は、
「住民参加」を掲げて運営される組織にとって、ある程度普遍的な問題と
みなすことが可能であろう。ゆえに、開発審議会が、住民が討議をし、上
からの開発計画に抗する自律的な空間として機能していることを検証する
には、そこに参加する「住民」や「参加」の実態を検討することを避けて
は通れないのである。
おわりに―研究課題の提示
以上にみてきたように、開発審議会制度は、内戦のさなかで設置された
当時の国内安全保障政策の影響を色濃く受け、現在も構造においてその特
質を維持し続けてはいるものの、わずかながらの変化が芽生えつつある。
本稿で取り上げた諸事例からは、制度化された開発審議会を議論の空間と
して、地域住民が、国家―地方行政も含む―による「上からの」開発計画
に拮抗する場面が確認された。もちろん、住民による異議申し立ては今に
始まったのではなく、内戦下での対立構図のなかにすら、グァテマラで構
造化した寡占支配体制に対抗する社会運動は存在し続けていた。しかしな
がら、公権力によって設置された開発審議会という制度が、住民の手によ
って活用され始めたことは、今日的な現象として理解することが可能であ
ろう。開発審議会が、ときには公権力と住民との力関係が拮抗する場と化
す可能性を、注視していきたい。
しかしながら、開発審議会が、グァテマラの市民社会空間の変容を体現
する場として機能しつつあることを検討するにあたり、着手しなければな
らない研究課題が山積している。以下では、大きく二点に分けて今後の研
究課題を提示し、本稿のまとめとする。
第一は、開発審議会の運用実態に関する事例の収集である。これまでに
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も指摘したとおり、開発審議会に関する研究状況は、まだ同審議会を体系
的に捉える段階には至っていないだけでなく、事例研究の積み重ねも着手
され始めたばかりだと言って過言ではない。散発する事例を取り扱う研究
が現れつつあるものの、それらがグァテマラ全土で制度化されている開発
審議会の運用において占める位置づけについても、その地域的特殊性と他
の地域とも通ずる類似性をある程度抽象化して理解するには、複数の事例
の比較検討が不可欠である。また、本稿の第三章で取り上げた事例から垣
間見えてきたのは、最もローカルな開発審議会―COCODE―でさえも、
全住民に対して開かれているわけではないという点である。開発審議会の
構成メンバーとなるには一定の法人格を取得することが条件づけられてい
ることが確認されており、同時に、いずれの地域や問題についても、CO-
CODEのみが住民間の協議の場となるわけではないことも先述の通りで
ある。特に後者の点に関しては、COCODEの枠外で開かれる住民協議を
通じて、多国籍企業による鉱山開発への異議申し立てがなされる事例もあ
る２８）。制度化された開発審議会と、その他の住民協議の場とが、いかな
る関係性を有しているのかを解明することと、開発審議会の代表性ないし
は正統性を検討することとは、密接に結びついた課題であろう。
第二には、開発審議会の運用実態がある程度解明された後の課題として、
同審議会をグァテマラにおける市民社会空間の一部に位置づけなおす作業
が挙げられる。無論、それが妥当であるか否かの検討も含めて、である。
特に、近年になってみられる、開発審議会の機能変容が生じた背景につい
て、政治や経済の変動とも連関させながら、理解する必要がある。その過
程では、発足当時の開発審議会が持っていた住民統制型の構造および性質
と、「変容」さなかにある現在の審議会のそれとの、連続性、および断絶
ないしは発足時の限界が克服されているのかどうかが、詳細に検討されな
ければならない。開発審議会の変化の過程を追うことを通じて、内戦終結
後のグァテマラにおける市民社会空間の再編成過程に表れるダイナミズム
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を捉えていきたいと考える。
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